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分析の対象とする報告資料は以下の 4 つである。 
  
文部科学省.2000.『現代社会における敬意表現』 
  文化審議会.2004.『これからの時代に求められる国語力について』 
  文化審議会.2007.『敬語の指針』 










































































































































































































で今後取り組むべき課題について』までは 6 年）。 
 さて，表題にも登場したこともあって，この報告書には「コミュニケーション」という用語が多数使われている
（142 件：目次と参考資料除く）。それまでの報告書では多くて 30 件程度の使用であったことをふまえると，い
かに増えたかがわかるだろう。そのうち「コミュニケーション能力」は 9 件であり，『これからの時代に求められ

















































































































































































































1) もともとの主査は徳川宗賢氏であり，井出氏は委員の一人であった。徳川氏の死去によって，1999 年 6 月 21 日から井出氏
が主査を務めることとなった（文化庁 HP「第 22 期国語審議会」）。 
2) 文化審議会は，国語審議会・著作権審議会・文化財保護審議会・文化功労者選考審査会が統合された組織であり，その下部
組織の国語分科会が報告書を作成した。 
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A note on the “communication” and “communication ability” in reports of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science 




This paper examines the changing of the “communication” and “communication ability” in reports of the Ministry of 
Education, Culture, Sports, Science and the Agency for Cultural Affairs. As a result, it is found that the report 2018 shows a 
significant change. And this result indicates that the cause of attaching too much importance to the “communication ability” is 
“hyper-meritocracy” and individualization.  












夫婦関係満足度の U 字型変化が年齢によるか結婚年数によるかを検討するため，様々の年代の夫 632 名，妻 677 名の
横断的データを分析した。その結果，満足度の変化は夫の結婚年数に対してのみ U 字型になり，年齢および妻の結婚年
数に対しては最初の低下した後は有意な変化はなかった。結婚中期に夫の会話時間満足度が低下することが，夫の夫婦関
係満足度が U 字型になる一因として考えられる。 














字型の変化になることを示してきた（Anderson, Russell, & Schumm., 1983; Cowan & Pape-Cowan, 1988; 
Miller, 2000; Rollins, & Feldman, 1976）。日本でも 1990 年代以降，夫婦関係満足度または結婚満足度を従
属変数にした研究が増えてきたが（木下，2004），結婚年数や夫婦のライフステージとの関係について
調べた研究はまだ少ない。NFJ98（第 1 回全国家族調査）のデータを分析した稲葉（2004）によれば，結
婚満足度の経時的変化は欧米の研究結果と同様，満足度は結婚初期から低下し，結婚年数 21 年から 25
年の間で最低になり，その後は回復する U 字型の変化になることが示されている。また，伊藤（2014）





一方，夫婦関係満足度の変化は U 字型ではなく，結婚後一貫して下がり続けるとした研究が 2000 年















考えられている。欧米では第 1 子の誕生が夫婦関係に及ぼす影響について多くの研究がある（Demo & 





ども数とは無相関であるとした。しかし，Twenge, Campbell, & Foster （2003） による子ども数と夫婦関
係満足度に関する 1974 年から 2000 年までの文献についてのメタ分析では，両数値の間に有意な負の相
関があることを示している。日本では，子ども数と夫婦関係満足度の関係に注目した研究は見当たらな
い。山口（2007）が妻を対象に夫婦関係について調査したパネルデータを分析した結果では，夫婦関係
満足度は第 1 子の誕生時に有意に下がるが，第 2 子，第 3 子の誕生では有意に下がらないとした。 
子がいる夫婦のライフステージ後半に起こる大きなイベントは，子が自立して家を離れ夫婦だけの生
活に戻る「子の離家」である。欧米の研究では，子の離家によって夫婦関係満足度は上昇する傾向があ




によって上昇することは，White & Edwards （1990） による米国の 1000 名以上の既婚者を対象にした
8 年間の縦断データからも明らかにされている。日本では縦断的な調査で夫婦関係満足度と子の離家と
の関係を調べた研究はないが，前述したように稲葉（2004）によって日本でも横断的データから夫婦関
係満足度が U 字型に変化することが示されている。しかし，稲葉は，満足度の U 字型変化の主要因は結










方  法 
1.調査対象 
無作為に選んだ A 県内の各種事業所等に依頼して夫用，妻用を１組とし計 2000 組のアンケート用紙
を配布した。回収数は 1472 件（回収率 36.8％）であった。このうち，夫婦ペアのデータは 570 組，夫婦
は 1144 名（夫 547 名，妻 597 名）であった（平均年齢：夫 43.69 歳，妻 41.89 歳）。年齢層は夫婦とも
30–40 代が 6 割以上を占めた。回収した質問票のうち，分析に必要な項目の未記入回答やフェイスシー
トの年齢等が誤記入と考えられる回答は除外した結果，分析に用いた有効回答数は夫 632 件，妻 677 件，





（3）夫婦関係満足度：諸井（1996）が翻訳した Norton （1983） による QMI （Quality Marriage Index） 




Table 1 夫婦関係満足度の質問項目 
 
（4） 経済的満足度・夫婦の会話時間満足度・家事分担満足度：経済的満足度，夫婦の会話時間満足度，
および家事の分担満足度について，満足（5 点）から不満足（1 点）までの 5 件法で尋ねた。 
3.手続き 
調査対象者のプライバシーが守られるように，調査票は無記名で，調査票は，夫用，妻用の調査票を





分析には SPSS for Windows Ver.24 を用いた。分散分析の下位検定には Tukey 法を用いた。 
 








夫婦の年齢により，20 歳代，30 歳代，40 歳代，50 歳代，60 歳代以上に分け，夫妻別に 5 群間で，夫
婦関係満足度，経済的満足度，会話時間満足度，家事分担満足度について 1 要因の分散分析を行った。











Figure 1 年代別にみた夫の満足度 Figure 2 年代別にみた妻の満足度 
分散分析の結果，夫では夫婦関係満足度において群間に有意差が示され（F（4, 627）=3.22, p<.05），
下位検定の結果，20 歳代は 40 歳代および 50 歳代より夫婦関係満足度が有意に高かった（p<.05）。経
済満足度でも群間に有意差が示され（F（4, 627）=3.01, p<.05），下位検定の結果，60 歳代以上は 20 歳
代より経済満足度が有意に高かった。会話時間満足度では群間に傾向差が示され（F（4, 627）=2.35, 
p<.10），下位検定の結果，60 歳代以上は 30 歳代より会話時間満足度が高い傾向にあった（p<.10）。ま
た，家事分担満足度においても傾向差が示された（F（4, 627）=1.96, p<.10）。 
同様に，妻においても夫婦関係満足度において群間に有意差が示され（F（4, 672）=3.50, p<.01），下
位検定の結果，20 歳代は 40 歳代および 60 歳代以上より夫婦関係満足度が有意に高かった（p<.05）。
経済満足度と会話時間満足度においては，群間に有意差は示されなかった（F（4, 672）=0.59, n.s.; F（4, 
672）=1.75, n.s.）。家事分担満足度においては群間に有意差が示され（F（4, 672）=4.60, p<.01），下位













結婚年数について 0 年から 29 年までを 5 年刻みで区分し，30 年以降をまとめた計 7 群に分け，夫妻
別に 7 群間で夫婦関係満足度等について 1 要因の分散分析を行った。Figure 3 に夫の結果を，Figure 4 に

















20代 30代 40代 50代 60代以上
夫婦関係満⾜度 経済的満⾜度
夫婦の会話時間満⾜度 家事分担満⾜度
    Table 2  夫と妻の年代別平均年齢  
20代 30代 40代 50代 60代以上
人数 41 214 193 127 57
平均年齢 27.15 34.51 44.39 53.56 65.72
人数 60 237 231 111 38






Figure. 4 結婚年数別にみた妻の満足度 
された（F（6, 625）=6.02, p<.001; F（6, 625）=2.13, p<.05; F（6, 625）=4.47, p<.001）。下位検定の結果，
結婚年数が 0–4 年の夫は，その他の夫より有意に夫婦関係満足度が高く，結婚年数が 0–4 年および 30 年
以上の夫は，10–14 年および 20–24 年の夫より有意に会話時間満足度が高かった（p<.05）。すなわち，
夫の夫婦関係満足度は結婚当初から有意に低下するが，晩年には有意に上昇する U 型変化を示したこと
になる。家事分担満足度では群間に有意差はみられなかった（F（6, 625）=1.78, n.s.）。妻では，夫婦関
係満足度および家事分担満足度においても群間に有意差が示された（F（6, 670）=2.52, p<.05: F（6, 670）
=3.89, p<.01）。下位検定の結果，結婚年数が 0–4 年の妻は，15–19，20–24 年の妻より夫婦関係満足度が
有意に高く，結婚年数 0–4 年の妻は 10–14 年，15–19 年，20–24 年の妻より有意に高かった（p<.05）。
すなわち，妻の結婚満足度は，夫と同様に結婚当初から 10–14 年まで有意に低下するが，数字上 20–24
年でやや持ち直すものの，晩年で上昇する有意な U 字型変化は認められなかった。経済的満足度および


































    Table 3  夫と妻の結婚年数別平均年齢  
0‐4 5‐9 10‐14 15‐19 20‐24 25‐29 30年以上
人数 95 116 114 77 74 69 87
平均年齢 31.23 34.89 39.54 44.60 48.88 52.81 62.03
人数 96 121 116 90 84 76 94






計 5 群に分け，夫妻別に 5 群間で夫婦関係満足度等について 1 要因の分散分析を行った。Figure 5 に夫
の結果を，Figure 6 に妻の結果を示した。夫と妻の群ごとの人数と平均年齢を Table 4 に示した。分散分
析の結果，夫では夫婦関係満足度と会話時間満足度で群間に有意差が示された（F（4, 542）=2.74, p<.05; 
F（4, 542）=4.45, p<.01）。下位検定の結果，末子年齢が 0–6 歳の夫は，13–18 歳の夫より有意に夫婦関
係満足度が高く，末子年齢が 25 歳以上の夫は，0–6，7–12，13–18 歳の夫より有意に会話時間満足度が
高かった（p<.05）。一方，妻においては全ての満足度において群間に有意差はみられなかった（F（4, 
















家後の夫婦群）は夫 63 人，妻 64 人で，平均結婚年数は夫婦とも 31.1 年（夫 14–58 年，妻 21–53 年），
であった。一方，子と同居する核家族世帯（子の離家前の夫婦群）は夫 355 人，妻 383 人で，平均結婚

















0 ‐6 7 ‐12 13 ‐18 19 ‐24 25歳以上
夫婦関係満⾜度 経済的満⾜度
夫婦の会話時間満⾜度 家事分担満⾜度
Figure 5 末子年齢別にみた夫の満足度 Figure 6 末子年齢別にみた妻の満足度 
    Table 4  夫と妻の末子年齢別平均年齢  
0-6 7-12 13-18 19-24 25歳以上
人数 220 86 96 68 77
平均年齢 35.34 42.26 47.94 53.22 61.58
人数 233 93 108 78 84









          Table 5 子の離家の有無による夫・妻の満足度 
子の数による満足度の差異  
子の数について，0 人，1 人，2 人，3 人以上の 4 群に分類し，夫妻別に 4 群間で夫婦関係満足度等に
ついて 1 要因の分散分析を行った。その際，子が 0 人の夫妻では結婚年数が短い若年夫婦が含まれるた
め，年齢や結婚年数の差を無くすために，結婚年数 5 年以上の夫と妻を分析対象とした。Figure 7 に夫

























0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈以上
夫婦関係満⾜度 経済的満⾜度
夫婦の会話時間満⾜度 家事分担満⾜度
Figure 7 子の数別にみた夫の満足度 Figure 6 子の数別にみた妻の満足度 
年齢 結婚年数 夫婦関係満⾜度 経済的満⾜度 会話時間満⾜度 家事分担満⾜度
子同居 平均 53.98 27.56 3.62 3.11 3.28 3.56
（N =80) SD 5.63 4.66 0.85 1.09 0.98 0.88
子別居 平均 55.96 29.69 3.81 3.22 3.45 3.65
(N =55） SD 6.34 5.78 0.89 0.94 0.90 0.91
t 値 1.91 † 2.27 * 1.30 0.59 1.08 0.59
子同居 平均 51.33 27.72 3.62 3.28 3.25 2.96
（N =95) SD 5.42 4.88 0.97 1.10 1.21 1.34
子別居 平均 53.40 29.67 3.78 3.55 3.42 3.25
（N =60) SD 5.64 5.61 0.84 1.08 1.14 1.35
t 値 2.28 * 2.22 * 1.06 1.48 0.84 1.32
夫
妻








p<.05）。下位検定の結果，子どもが 0 人の夫では，2 人，3 人の夫より有意に会話時間満足度が高かっ
た（p<.05）。夫婦関係満足度，経済的満足度，および家事分担満足度では群間に有意差は示されなかっ
た（F（3, 533）=0.79, n.s.; F（3, 533）=1.25, n.s.; F（3, 533）=1.04, n.s.）。一方，妻では，家事分担満足
度においてのみ群間に有意差が示された（F（3, 577）=3.41, p<.05）。下位検定の結果，子どもが 0 人の
妻では，2 人，3 人の妻より有意に家事分担満足度が高かった（p<.05）。夫婦関係満足度，経済的満足
度，および会話時間満足度では群間に有意差は示されなかった（F（3, 577）=0.75, n.s.; F（3, 577）=1.00, 







             Table 7 夫・妻における各変数間の相関 
            
 
1 2 3 4 5 6 7 8
1.年齢 .943*** .918*** .214*** ‐.041 .139** .137** .063
2.結婚年数 .962*** .963*** .241*** ‐.055 .133** .114** .046
3.末子年齢 .934** .961** .089* ‐.040 .118** .126** .040
4.子どもの数 .189*** .219*** .061 ‐.074 .030 ‐.045 ‐.012
5.夫婦関係満足度 ‐.070 ‐.055 ‐.039 .010 .280*** .395*** .249***
6.経済満足度 .072 .063 .057 .007 .392*** .265*** .122**
7.会話時間満足度 .063 .074 .083* .036 .413*** .266*** .357***
8.家事分担満足度 .037 .032 .039 ‐.054 .387*** .225*** .341***
注2） * p <.05,  ** p <.01, *** p <.001
注1）右上が夫（N=547)，左下が妻（N=596）
0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈以上
人数 41 67 293 136
平均年齢 46.41 46.04 44.99 47.63
人数 37 72 320 152






Table 8 結婚年数別にみた夫婦関係満足度の規定要因 
 


















夫 0‐4 5‐9 10‐14 15‐19 20‐24 25‐29 30年以上
＜独立変数＞
経済的満⾜度 .280 ** .175 .194 * .030 .299 ** .222 .153
会話時間満⾜度 .137 .167 .317 *** .494 *** .384 *** .624 *** .584 ***
家事分担満⾜度 .318 ** .245 ** ‐.076 .082 ‐.011 ‐.061 .040
⼦の数 ‐.141 ‐.113 ‐.049 .071 .104 ‐.034 .054
R ２ .216 .060 .143 .244 .291 .389 .341
Adjusted R ２ .199 .052 .128 .234 .271 .380 .333
妻 0‐4 5‐9 10‐14 15‐19 20‐24 25‐29 30年以上
経済的満⾜度 .419 *** .310 *** .283 ** .301 ** .363 *** .257 * .176
会話時間満⾜度 .061 .139 .184 * .286 ** .474 *** .251 * .634 ***
家事分担満⾜度 .334 *** .344 *** .333 *** .201 * ‐.006 .303 ** .172
⼦の数 ‐.041 ‐.006 .145 ‐.100 .052 .183 .032
R ２ .335 .217 .315 .286 .471 .384 .402
Adjusted R ２ .321 .204 .296 .261 .458 .358 .396
標準化偏回帰係数




              Table 9 本研究の分析結果のまとめ  
 




本研究の横断的調査データでは，夫の結婚年数による夫婦関係満足度は結婚 20–24 年を底に U 字カー
ブを描き，これまでの横断データによる研究と同じ結果であった。しかし，妻の夫婦関係満足度は結婚
後 15–19 年まで下がり続けた後，数値はやや上昇したが，有意な U 字型変化ではなかった。パネルデー

















夫 妻 夫 妻 夫 妻 夫 妻
年齢 * ** * n.s. + n.s. + **
結婚年数 *** * * n.s. *** n.s. n.s. **
末子年齢 * n.s. n.s. n.s. ** n.s. n.s. n.s.
子の離家 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
子の数 n.s. n.s. n.s. n.s. * n.s. n.s. *
夫婦満足度 経済的満足度 会話時間満足度 家事分担満足度
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The cross-sectional data on various-aged 632 husbands and 677 wives were analyzed to examine whether 
U-shaped curve of marital satisfaction depends on their age or marital duration. The result showed that the U-
shaped pattern was significant only in husband’s satisfaction against marital duration. Low husband’s 
satisfaction with conjugal conversation time during the middle of marriage life is considered as a possible 
reason for husband’s U-shaped curve of marital satisfaction. 



























































































 妊娠週数 人数（%） EPDS得点（SD ）
初期（1-15週） 42(28.0) 10.40(566)
中期（16-27週） 50(33.3)  7.14(5.32)





不明    5( 3.3)
家族形態
配偶者と子ども 118(78.7)
拡大家族     6( 4.0)
子どもと自分     2( 1.3)
その他   24(16.0)
健康状態
非常に良い 36(24.0)
良い 96(64.0)   7.56(5.26)
良くない 17(11.3) 12.82(4.54)














援助要請スタイル尺度因子 EPDS低群 EPDS高群 t値
第1因子　被援助に対する肯定的態度 2.85 2.69 1.71
第2因子　被援助に対する抵抗感 2.00 2.30 -3.30 ***
第3因子　被援助に対する懸念 2.12 2.34 -2.20 *
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    The purpose of this study was to clarify (1) the depression state and, (2) the relationship between depression tendency and 
help-seeking preference of pregnant women.  The participants were 150 pregnant women and average age was 32.69 years  
old. The result of EPDS showed about half of participants were suspected depression tendency, which seemed necessary to  
support pregnant women's mental health. Moreover, from the analysis between depression tendency and attribute, it became  
clear that poor health, second child pregnancy, and middle and late stage of pregnancy were factors of increasing depression  
tendency. Also, pregnant women with high depressed tendency had a high resistance and concern towards help-seeking. 
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において，国際応用心理学会のGauthier, J.会長による” Globalization and terrorism: Finding more effective approaches to 
preventing violence and promoting peace around the world”と題した講演は，国内外の研究者で立ち見が出る反響であり，
国際テロが世界共通の関心事であり，心理学者がテロの未然防止を通じて世界平和に貢献する必要性を訴えた。 
また，虚偽検出研究で世界のリーダー的存在であるイスラエルのBen-Shakhar(2012).は，2001年の9月11日に発
生したアメリカ同時多発テロ以来，隠匿情報検査(concealed information test: CIT)の研究がアメリカとヨーロッパ
で急速に増加していることをレビュー論文で指摘している。その成果として，Verschuere, Ben-Shakhar, & Meijer(2011)
の”Memory detection: Theory and application of the concealed information test”の出版を挙げている。なお，この本の編者
3名は，いずれも第一著者を含めた日本の科学捜査研究所と科学警察研究所の研究者と深い交流があり，何度もCIT
の調査と研究のために日本を訪れている。CIT は情報検出型の虚偽検出方法であり，犯罪捜査への実用化に関して




る。たとえば，Meijer, Smulders, & Merckelbach(2010)は，模擬テロ攻撃シナリオ課題を用い，CITで攻撃日，攻撃場
所（都市名），標的対象（店舗名）を皮膚電気活動により検討し，その有効性を報告している。また，Meijer, Bente, 
Ben-Shakhar, & Schumacher (2013) は，実験者が予めシナリオを作成するのではなく，実験参加者自らが模擬テロ攻
撃シナリオを作成する課題で実験を行っている。そして，模擬テロ攻撃シナリオ課題を用い，探索型







Rosenfeld(2011)が，攻撃日，攻撃場所，攻撃方法毎に 4 種類から 1 つ選択させて，選択後にテロ攻撃のシナリオを
手紙として書く課題を実施させ，P300振幅が選択した刺激に対して増大することを報告している。 
ところで，ERPによるCITでは，事件に関係のある裁決刺激(probe)，事件に無関係な非裁決刺激(irrelevant)，検出
を要求される標的刺激(target)からなる，3 刺激オッドボールパラダイムが使用される(平，2005, 2009)。probe と
irrelevantに対しては非利き手でのボタン押し，targetに対しては利き手でのボタン押し課題を求め，弁別課題を課す
ことで画面への注視を担保する。しかし，テロリストを被検査者とした場合，通常の3刺激オドボール課題による
検査(Farwell & Donchin, 1991)では，刺激呈示に対して，できるだけ速く正確にボタン押しを実施する教示に従わな
いことが予測される。また，countermeasure(CM)対策で作られた complex trial protocol(CTP)は，関連・非関連刺激と
標的・非標的刺激の弁別作業を両手のボタン押しで連続して求める(Rosenfeld, Labkovsky, Winograd, Lui, 
Vandenboom, & Chedid, 2008; Meixner & Rosenfeld, 2011)。このCTPは，反応時間の遅れからCMも検出できる優
れた方法であるが，課題への積極的関与を必要とするため，テロリストなどの組織犯罪に属するメンバーの検査に
は適用が困難と予測される。 













測定指標 脳波を測定するために，国際 10－20 法に従い正中線上の前頭部（Fz），中心部（Cz），頭頂部（Pz）
の頭皮上各部位に皿電極を電極糊で固定し，基準電極は両耳朶として導出し，時定数3 s，高域遮断フィルタ100 Hz
で増幅した。上下方向の眼球電図（EOG）は左眼窩上下縁部から導出し，脳波に影響するアーチファクトを監視し




人女性の声で作成， WavePad 音声編集ソフト（NCH ソフトウェア）で呈示時間，イントネーションなどを加工し
た。文字と音声の同時呈示回数は，都市条件，標的条件，日付条件ともにprobe，irrelevantそれぞれが30回であっ




表1. 実験参加者に呈示した条件別のprobeと irrelevantの刺激 
probe
都市 東京 京都 大阪 横浜 神戸
標的 雷門 皇居 武道館 明治神宮 羽田空港

























に注意して下さい。1 回の検査は約 5 分かかります。1 回目の検査終了後に 1 分間の休憩を取り 2 回目の検査を行
い，2 回目の検査終了後も 1 分間の休憩を取り 3 回目の検査を行います。実験について分からないことや質問はあ
りますか。なければはじめます。」 
結果の処理 P300 による CIT の先行研究では，Pz 優位に P300 が生起しているので (平・濱本，2008)，Pz にお
ける脳波を分析対象とした。Pzにおける各刺激について，20回以上の加算平均波形を作成し，各実験参加者の各刺
激に対する最大振幅の平均値を求めた。最大振幅の平均値について，分析ソフト IBM SPSS Statistics 22を使用し，











































































の方がprobeよりも大きくなった。条件 (都市・標的・日付) ×刺激 (probe・irrelevant) の2要因分散分析を行った結
果，条件の主効果  (F (2, 38) ＝2.781, p ＝.086, ηp2 ＝.128)，刺激の主効果(F (1, 19) ＝1.174, p ＝.292, ηp2 ＝.058)，
- 40 -
条件と刺激の交互作用(F (2, 38) ＝1.376, p ＝.265, ηp2＝.068)はともに認められなかった。 
さらに，条件ごとに対応のある t 検定を行った結果，都市条件 (t(19)＝0.727, p＝.476)，標的条件(t(19)＝1.929, p
＝.069)，日付条件 (t(19)＝-0.578, p＝.570)であり，標的条件でprobeの方が irrelevantよりも大きい傾向がみられた。 
表2は，実験参加者20名の個別判定結果と条件毎の検出率である。表2より，標的条件における検出率が都市条
件，日付条件よりも高かった。これは、総加算平均波形（図1）及びP300最大振幅（図2）の結果と一致している。
しかし，χ2検定の結果，各条件の検出率に有意差は認められなかった(χ2 (2) ＝4.371, p＞.05)。 
 
表2. 各条件における実験参加者別の検出成功と検出失敗及び検出率 
実験参加者 都市 標的 日付
1 ○ × ×
2 ○ ○ ○
3 ○ × ○
4 × ○ ×
5 × ○ ○
6 × ○ ×
7 × × ×
8 ○ ○ ○
9 ○ ○ ○
10 × ○ ×
11 ○ ○ ×
12 ○ ○ ×
13 × ○ ×
14 ○ ○ ×
15 ○ × ○
16 × ○ ○
17 ○ ○ ○
18 × ○ ×
19 × ○ ○
20 ○ ○ ○










てはMeijer et al.(2010, 2013)及びMeixner & Rosenfeld(2011)の研究と同じく，SCITによって模擬テロ攻撃シナリオ課
題で決定した内容を検出できる可能性を示唆する。実際に，テロリストを被検査者とした場合，通常の3刺激オド
ボール課題による検査(Farwell & Donchin, 1991)では，刺激呈示に対して，できるだけ速く正確にボタン押しを実施
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Searching–Concealed Information Test Adopting a Passive Paradigm in a Mock Terror Attack Scenario Task: 
An Event-related Potential Study 
 
Shinji HIRA, Yoshihiro UEDA and Yuki HAMAMOTO 
 
The Rugby World Cup Games will be held in Japan in 2019, and the Tokyo Olympic and Paralympic Games in 2020. These huge events will attract great 
international attention and require countermeasures against international terrorism. Conventional experimental studies of the concealed information test 
(CIT) typically aim to determine the guilt or innocence of a single suspect. However, the CIT is also effective for investigating organized crime carried out 
in groups, such as terrorism, special fraud, and organized crime syndicate. The purpose of the present study was to examine the effectiveness of the 
Searching-CIT (SCIT) in a mock terror attack scenario task. The study adopted a passive paradigm using the simultaneous auditory and visual stimulus 
presentation method. The participants were 20 undergraduate students who provided their consent. The CIT was used to interrogate participants after a 
mock terror attack (city, target, and date) scenario task. Brainwaves were recorded from the Fz, Cz, and Pz electrode sites using a polygraph. All 
participants wore noise-cancelling headphones to limit the environmental noise for the examination using the simultaneous auditory and visual stimulus 
presentation method. The results showed that P300 amplitude was larger (p = .069) for the probe (Kaminarimon Gate) than for irrelevant stimuli in the 
target condition only. In total, 16 (80%) of the 20 participants made the correct detection using the P300-based SCIT. These results suggest that the 
P300-based SCIT can extract information about a planned attack from a group of terror suspects. 
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